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1. 調査の目的 
1.1 調査の目的 
東日本大震災により得られた教訓から、滞留者・帰宅困難者の安全確保に係る都市の防災に関

する機能を確保することが重要である。みなとみらい２１地区は、計画的に整備された街であり、

災害に強い街として高い評価を受けている。こうしたハード面での強みに加え、エリアマネジメ

ントを推進しているという特徴を生かして地区内関係者が共助の取組を進め、災害に対してより

強靱な『安全・安心な街』の実現を目指す取組が行われている。 
一方、みなとみらい２１地区は、首都圏有数の交通ターミナル機能である横浜駅の近傍に位置

し、県内でも有数の商業、観光地域であり、発災時には多くの滞留者や帰宅困難者の発生が予想

されている。さらに、横浜市防災計画において、「大規模延焼火災の恐れが低い地域」や「都心

部における帰宅困難者の一時避難場所」に位置づけられており、周辺密集市街地から、避難者と

して多くの人々が流入することも予想される。こうしたことから、みなとみらい２１地区におい

て、大地震発生時のパニックの発生等による人的被害等の抑制を図り、来街者や就業者の生命を

守るための、様々なリスク要因を考慮した総合的な滞留者・帰宅困難者対策が求められている。 
以上を踏まえ本調査は、みなとみらい２１地区における都市再生安全確保計画を作成するため

の基礎調査として、リスク評価、地域資源の評価に必要な前提条件の整理を行い、これをもとに

みなとみらい２１地区が抱える防災上の課題及び対策案の整理を行うものとした。 
 

 

図 1-1 計画の対象範囲 
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2. 計画の策定に向けた資源分析・基礎調査 
2.1 地区の概況 
2.1.1 事業所・従業者の概要 

当地区の基礎情報として事業所数・従業員数の分布状況を「平成 24 年度経済センサス

活動調査（総務省統計局）」より整理した。計画策定範囲に相当する、みなとみらい１～

６、新港１～２、桜木町１、内田町、海岸通１の事業所数（全産業）の合計は 1,579 事業

所、従業者数（全産業）の合計は 65,535 人であった。特に、みなとみらい２～３、桜木

町は事業所・従業員が集中しており、この３地区の合計が事業者では約 70％（1,114 事業

所）、就業者では約 82％（54,366 人）を占める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 事業所（左図）・従業者分布（右図） 

 
2.1.2 前提条件（想定被害） 

(1) 地震動分布予測結果 

 

図 2-2 地震動分布予測結果（下図がみなとみらい 21 地区） 
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(2) 液状化危険度予測結果 

 

図 2-3 液状化危険度予測結果（下図がみなとみらい 21 地区） 



 

4 
 

 
2.2 地域の基礎データ等の収集 
地域内主要事業者に対し、アンケート調査の実施（回答の内容に応じて調査対象事業所への追

加の確認（ヒアリング等）を実施し補足）等を通じ、災害時に各事業所がどのような行動をとる

ことを前提としているのかを整理した。 
 
2.2.1 事業所アンケート調査等の実施 

(1) 調査概要 

みなとみらい２１地区では、東日本大震災の発生を契機に、大地震等による大規模災害発

生による混乱を最小限に抑えるため、エリアマネジメント活動として、自助・共助による対

策について検討し、安全・安心な街づくりに取り組んできた。 
平成 26 年 12 月に発足した地区内の事業者と行政とで組織される「みなとみらい２１地区

防災エリマネ推進委員会」においては、エリアとしての帰宅困難者対策を推進するなど、継

続的に検討を重ねている。今回のアンケート調査では、定点観測的に地区内の取組状況の変

化を把握するとともに、今後策定を予定している「都市再生安全確保計画」に向けた基礎調

査に関連した内容も盛り込んだ内容とした。 
 

(2) 調査概要 

地震対策に関するアンケート調査結果 概要

調査の目的

○「みなとみらい21地区都市再生安全確保計画」の作成に向けて、帰宅困難者対策に係る当地区の状況を把握するア
ンケート調査を実施した。

○アンケート調査により、当地区の帰宅困難者対策上の課題を整理した。
○今後、この結果を踏まえ、計画の目標・具体策を検討していく予定である。

調査対象

地区内57施設（このうち、53施設の回答を回収）

調査事項

○東日本大震災時の状況（被害、滞留者等の受入れ状況等）
○防災対策の実施状況
○大規模地震発生時の帰宅困難者対策の実施状況

図 アンケート調査の位置づけと今後のスケジュール

アンケート調査
（地区内施設の対策状況の把握） 被害想定結果の整理

都市再生安全確保計画の位置づける目標・具体策（事業・事務）の検討

当地区のリスク・資源を正確に把握、課題を整理

H２８

H２９

都市再生安全確保計画の作成

 

図 2-4 調査概要について 
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(3) 調査結果の整理 
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わからない

半数程度が帰宅した

不明

45施設

7施設
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本人に任せる

積極的に帰宅させる

決まっていない

その他
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１-１-２．就業者の留め置きについて

１．滞留者・帰宅困難者の安全確保について

○横浜市は、一斉帰宅抑制の基本方針に基づき、首都直下地震等の大規模地震後のむやみな移動を抑制し、二次
被害リスク低減を目指している。

（従業員等の待機・備蓄）
企業等は、首都直下地震の発生により、首都圏のほとんどの交通機関が運行停止となり、当分の間復

旧の見通しが立たない場合には、事業所建物や事業所周辺の被災状況を確認の上、従業員等の安全を
確保するため、従業員等を一定期間事業所内に留めておくよう努めます。
企業等は、従業員等が事業所内に待機できるよう、３日分の必要な水、食料、毛布などの物資の備蓄に

努めます。
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１．滞留者・帰宅困難者の安全確保について

１-２．帰宅困難者の受入れに向けた施設の安全性・機能性確保について

○防災センターの設置階について、１階以下の施設が35
施設あった。

○照明設備について、地震発生後に平常どおり使える
施設は6施設（11.3％）であった。

⇒ケガの防止やセキュリティ上、受入れスペースの照
明は重要であり、非常用の照明・電源を確保する必
要がある。

防災センターの設置階 地震発生後の照明
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30.2%13施設

24.5%

6施設

11.3%

8施設

15.1%
既に確保している

必要があれば確保を検討する

確保できない

わからない

不明

53施設

8施設

17.8%

20施設

44.4%

4施設

8.9%

13施設

28.9%
受け入れた

受け入れなかった

わからない

不明

45施設

滞留者の受入れ実績

帰宅困難者受入れスペース確保状況
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１．滞留者・帰宅困難者の安全確保について

１-４．帰宅困難者への情報伝達について

○施設を利用する帰宅困難者への主な情報伝達方法は館内放送であり、49施設（92.5％）が回答。
○地震発生後の放送設備の利用可否について、23施設（43.4％）は平常通り使えないことが想定される。
⇒帰宅困難者への情報伝達は、混乱を防いだり、適切な帰宅支援をする上で重要であり、今後、各施設における情報
伝達手段の多重化の検討が必要である。

地震発生後の放送設備帰宅困難者への情報伝達手段
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帰宅困難者受入れスペース確保状況
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受入れスペース確保施設の詳細
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11.3%
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備蓄場所の確保状況

 

12施設
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0施設

0.0%
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11.3%

9施設

17.0%

7施設

13.2%
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20.8%

1回線受電

2回線（本線予備線）受電

2回線（本線予備電源）受電

ループ受電

スポットネットワーク受電

わからない

不明

53施設

8施設

15.1%

15施設

28.3%

10施設

18.9%

20施設

37.7%

高圧導管・ 中圧導管で受給可能

低圧導管のみで受給

わからない

不明

53施設
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2.2.2 滞留者数・帰宅困難者数の推計 
第 5 回東京都市圏パーソントリップ調査結果等のデータを、発注者の申請に基づき貸与を受け、

これを活用した帰宅困難者数等の推計を行った。なお、推計方法については横浜市における地震

被害想定における手法を参考とした。なお、パーソントリップ調査で明らかにできない休日の推

計は、NTT ドコモ社のモバイル空間統計にて補完した。 
 

(1) 滞留者数・帰宅困難者の推計結果（平日） 

1) 滞留者数の推計結果（平日） 

当地区の時間推移に応じた着目的別滞留者数を推計した。ピークは 13 時台で 62,567
人であった。このうち、「勤務先へ（帰社を含む）」が最も多く 42,544 人、全体の 68％で

あった。 

合計 8,833 8,833 8,809 8,809 8,751 8,781 12,986 39,156 51,612 56,491 61,138 62,567 62,022 59,908 59,725 54,605 45,574 34,413 26,486 19,460 13,229 10,021 8,333 8,150 8,187 8,187 8,685
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２ ４
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２ ５
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２ ６
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２ ７

時台

～

不明

通学先へ 0 0 0 0 0 0 0 39 39 39 65 65 65 65 152 39 39 87 48 48 0 0 0 0 0 0 51

移動無・ 移動開始前 8,833 8,833 8,809 8,809 8,578 7,704 5,780 4,342 3,262 2,604 2,112 1,961 1,498 1,336 1,208 1,074 1,074 1,036 1,036 990 990 990 990 990 990 990 67

不明 0 0 0 0 0 0 37 159 159 239 330 292 327 160 208 174 61 164 56 0 0 0 0 0 0 0 328

自宅へ 0 0 0 0 0 32 32 98 137 295 375 574 851 911 1,564 1,863 2,234 2,931 4,126 4,706 5,513 6,258 6,463 6,549 6,607 6,607 170

業務先へ 0 0 0 0 37 99 420 1,800 3,386 4,280 4,500 4,579 5,739 5,181 5,369 4,176 3,155 2,831 2,004 1,401 638 240 29 29 29 29 601

その他私事へ 0 0 0 0 0 85 119 930 3,037 5,878 10,048 11,217 9,920 8,225 7,234 5,064 4,161 4,006 3,161 3,025 1,238 461 242 237 216 216 2,714

買物へ 0 0 0 0 0 0 0 0 158 521 1,141 1,335 1,572 1,939 2,104 1,465 971 833 419 169 57 0 0 0 0 0 670

勤務先へ（ 帰社を含む） 0 0 0 0 136 861 6,598 31,788 41,434 42,635 42,567 42,544 42,050 42,091 41,886 40,750 33,879 22,525 15,636 9,121 4,793 2,072 609 345 345 345 4,084

0

10,000
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30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

滞留者数の時間推移

通学先へ

移動無・ 移動開始前

不明

自宅へ

業務先へ

その他私事へ

買物へ

勤務先へ（ 帰社を含む）

 

図 2-5  滞留者の時間推移（平日） 

 
2) 帰宅困難者数の推計（平日） 

当地区の滞留者に帰宅困難率を乗じ、帰宅困難者数を推計した。帰宅困難率は、帰宅困

難者の条件として横浜市地震被害想定報告書(横浜市、平成 24 年 10 月)や首都直下地震対

策専門調査会報告(中央防災会議首都直下地震対策専門調査会、平成 17 年 7 月)などで、

広く用いられている以下の方法を用いた。 
 
①交通機関は利用できなくなると考え、帰宅手段を徒歩のみとする。 
②自宅までの帰宅距離は、滞留している所在地と帰宅先の市区町村庁舎間の距離と

する。 
③帰宅距離が 10km 以内であれば、全員帰宅可能とする。 
④帰宅距離が 10km～20km の場合は、1km 長くなるごとに帰宅可能者が 10%ずつ

低減していくものとする。 



 

10 
 

 

 

図 2-6  帰宅困難率の考え方 

 
当地区の時間推移に応じた着目的別帰宅困難者数を推計した。ピークは 13 時台で

25,829 人であった。このうち、「勤務先へ（帰社を含む）」が最も多く 18,216 人、全体の

71％であった。 

 

図 2-7  帰宅困難者数の時間推移（平日） 
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(2) 滞留者数・帰宅困難者数の推計結果（休日） 

パーソントリップ調査では明らかにできない、休日の滞留者・帰宅困難者数について、NTT
ドコモ社のモバイル空間統計を活用して整理した結果、滞留者数のピーク時は 14 時台で

56,723 名であった。性別での推計を行ったところ、日中は女性比率の方が高いことが分かっ

た。年代別での推計結果では、高齢者（65-79 歳）比率は８％程度であった。 
帰宅困難者数のピークも 14 時台で 23,542 名であった。性別での比較を行ったところ、日

中は女性比率の方が高いことが分かった。年代別での推計結果では、高齢者（65-79 歳）比

率は５％程度であった。 
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総数 15-19 20-64 65-79

休日のピークは14時台

休日のピークは14時台

女性比率の方が高い

高齢者比率は８％

高齢者比率は５％

女性比率の方が高い

 
 

図 2-8  滞留者数・帰宅困難者数の時間推移（休日） 
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2.2.3 ビッグデータを活用した滞留者・帰宅困難者の特徴分析 
 パーソントリップ調査では把握することが難しい、最新値としての帰宅困難者、属性別での

集計について、モバイル空間統計による推計結果をもとに特徴を分析した。 
(1) 集計結果 

ビッグデータを活用したみなとみらい21地区での滞留者・帰宅困難者集計概要

【地区全体（平日・休日）】
・時間別、性別、年代別
・滞留者数・帰宅困難者数

平日・休日ともに滞留者数の
ピーク時間は14時台

地区別（平日・休日）
・14時台、性別、年代別
・滞留者数・帰宅困難者数

①地区全体_平日（時間別滞留者・帰宅困難者）

②地区全体_休日（時間別滞留者・帰宅困難者）

③地区別_平日（町丁目別滞留者・帰宅困難者）

④地区別_休日（町丁目別滞留者・帰宅困難者）

 全 体 滞留者数・帰宅困難者数…14時台がピーク
 男女比 どの時間帯も男性比率が高い。
 年代別 14時台の高齢者数／滞留者総数…８％

高齢者数／帰宅困難者総数…５％

 全 体 滞留者数・帰宅困難者数…14時台がピーク
 男女比 時間帯により女性比率の方が高い。
 年代別 14時台の高齢者数／滞留者総数…８％

高齢者数／帰宅困難者総数…５％

 全 体 滞留者数・帰宅困難者数…みなとみらい４丁
目で最大

 男女比 みなとみらい６丁目を除き男性比率の方が高
い。

 年代別 14時台の高齢者数／滞留者総数…桜木町１・
内田町で最大となり９％
高齢者数／帰宅困難者総数…みなとみらい２
丁目で最大となり５％

 全 体 滞留者数・帰宅困難者数…みなとみらい１丁
目で最大

 男女比 ほぼ全ての地区で女性比率の方が高い。
 年代別 14時台の高齢者数／滞留者総数…みなとみら

い６丁目で最大となり７％
高齢者数／帰宅困難者総数…みなとみらい６丁
目で最大となり３％

滞留者・帰宅困難者の集計に、ＮＴＴドコモのモバイル空間
統計を活用した。
はじめに地区全体の時間帯別の集計を行い平日・休日の滞留者の
ピーク時間帯を確認した上で、町丁目別に集計（二段階集計）

 

図 2-9 集計結果の概要（総括） 

(2) 調査結果から得られたみなとみらい 21 地区の特徴 

ビッグデータを活用したみなとみらい21地区での滞留者・帰宅困難者集計総括

平日
・滞留者・帰宅困難者発生のピークはいずれも14時台と
なる。
・24時間で見ると、
日中の滞留者は男性の方がやや多い。
帰宅困難者も同様。ただし、滞留者に比べ男性比が顕

著（遠方からの通勤者が多い）
・高齢者の滞留者はそれほど多くない（14時台で８％）
地区別で見ると桜木町１丁目・内田町で９％が最大

休日
・滞留者・帰宅困難者発生のピークはいずれも14時台と
なる。
・24時間で見ると、
日中の滞留者は女性の方がやや多い。
帰宅困難者も同様。ただし、滞留者に比べ男女比は小。

・高齢者の滞留者はそれほど多くない（14時台で８％）
地区別で見るとみなとみらい６丁目で７％が最大

滞留者数
が最大

２番目に滞留者数が多い。

３番目に滞留者数が多い。

滞留者数が最大

２番目に滞留者数が多い。

３番目に滞留者数が多い。

どの町丁目でも女性の滞留者の方が多い。

 

図 2-10 平日・休日における滞留者・帰宅困難者対策の特徴 
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2.2.4 地区として支援対象とする帰宅困難者の分析（試算） 
地区として受入れを目指す帰宅困難者数を位置づけるにあたり、当地区において現状想

定される帰宅困難者発生のシナリオを整理し、各シナリオにおける平日の帰宅困難者数を

推計した。また、求められる対策として備蓄に着目し、備蓄量・費用・必要面積を併せて

整理した。なお、ここでの整理は平成 29 年度に実施していく予定であり、あくまでも本

調査限りの試算として取り使うものとする。 
 

表 2-1 帰宅困難者発生シナリオと共助による受入れ対象者 

帰宅困難者発生シナリオ 受入れ対象者（ ）

① 過酷シナリオ 滞留者が帰宅を控え、帰宅困難者が基本シナリオに対し増大するこ
とを想定する。
⇒自宅が遠隔にあり帰宅不可能な全ての滞留者に加え、自宅が近傍
にある帰宅可能な滞留者の５０％が帰宅を控え、帰宅困難者となる。

② 基本シナリオ 帰宅可能な全ての滞留者が帰宅することを想定する。
⇒自宅が遠隔にあり帰宅不可能な全ての滞留者が帰宅困難者となる。

③ 現実的な帰
宅困難者抑
制シナリオ

学校・事業所の一斉帰宅抑制が現状見込み得る水準で効果を発揮
することを想定する。
⇒大規模災害時に就業者を留め置くことを想定している事業所（全事
業所の50%）においてのみ、就業者が留め置かれる。（帰宅可能・帰宅
不可能な就業者が一律50％留め置かれると仮定。）

⇒学校では全ての通学者が留め置かれる。
⇒その他自宅が遠隔にあり帰宅不可能な滞留者が帰宅困難者となる。

④ 対策の推進
を考慮した帰
宅困難者抑
制シナリオ
（対象者の絞り
込み②）

一斉帰宅抑制方針が事業所において完全に定着することを想定する。
⇒全ての事業所・学校において留め置きが実施される。
⇒その他の自宅が遠隔にあり帰宅不可能な滞留者が帰宅困難者と
なる。

⑤ 積極的受入
れを目指した
④派生シナリ
オ

○全ての事業所において就業者の留め置きを実施する。
○学校は通学者の留め置きを実施する。
○上記を除く自宅が遠隔にある滞留者が帰宅困難者となる。
○さらに、買物客・私事で来た人の安全を守るため、自宅が近傍に
あっても積極的に滞在を受入れる（帰れる人を帰宅困難者に加える）。

通勤者

業務で来た人

通学者

買物客

私事で来た人

帰宅する人

移動無・移動開始前

帰れる人 帰れない人

通勤者

業務で来た人

通学者

買物客

私事で来た人

帰宅する人

移動無・移動開始前

帰れる人 帰れない人

通勤者

業務で来た人

通学者

買物客

私事で来た人

帰宅する人

移動無・移動開始前

帰れる人 帰れない人

通勤者

業務で来た人

通学者

買物客

私事で来た人

帰宅する人

移動無・移動開始前

帰れる人 帰れない人

通勤者

業務で来た人

通学者

買物客

私事で来た人

帰宅する人

移動無・移動開始前

帰れる人 帰れない人
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各シナリオでの帰宅困難者数、必要な備蓄量・費用・必要面積を試算した。 

表 2-2 ①過酷シナリオ（試算結果） 

 

表 2-3 ②基本シナリオ（試算結果） 

 

表 2-4 ③現実的な帰宅困難者抑制シナリオ（試算結果） 

 

表 2-5 ④対策の推進を考慮した帰宅困難者抑制シナリオ（試算結果） 

 

表 2-6 ⑤積極的受入れを目指した④派生シナリオ（試算結果） 
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2.3 リスクの評価 
大量の来訪者の存在により退避行動に伴う過度な混雑・混乱、備蓄物資の不足等、災害発生時に起

こりうるリスクについて、地理的・物理的な状況も踏まえて検証評価を行った。 

2.3.1 みなとみらい 21 地区におけるリスクの評価 
地域のリスク評価にあたって、当該地域が抱えるリスクの種類や大小を明確にした。 

表 2-7 リスクチェックリスト 
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✔
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✔
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✔

 
 

 

✔

 
 

 

✔
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✔
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✔
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2.4 地域資源の評価 

2.1～2.3 の結果を踏まえ、災害時に利用可能な地域資源（一時滞在施設等空間的資源、通信機器

等物的資源等）について評価を行い、これらの資源を活用しながら地域全体で防災に取り組むことが、

各事業者において享受するメリットが大きく、地域防災力の向上につながることを整理した。 

表 2-8 資源状況チェックリスト 
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✔

 
 

 

✔

 
 

 

✔
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✔
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3. 都市再生安全確保計画策定に係る推進上の課題 

調査から明らかになった結果を踏まえ、当地区の課題・対応策を整理した。対応策について、

都市再生安全確保計画の目標設定に反映することにより、当地区の帰宅困難者対策の強化を図っ

ていくことが考えられる。 

国の補助制度の活用も視野に入れ、対応策を推進

対応策を精査し、都市再生安全確保計画の目標設定に反映（都市再生安全確保計画の策定）

都市機能の
確保

滞留者・
帰宅困難者の
安全確保

地震・津波後の電気・ガス等のライフ
ラインの維持

地区として発電設備やガス・燃料の確
保を検討

備蓄品・備蓄スペースの確保

各施設における就業者の備蓄

地区として帰宅困難者のための備蓄
倉庫の整備、備蓄ルールを検討

各施設における就業者の留め置き 一斉帰宅抑制方針の推進

施設の安全性・機能性の確保 地震・津波における施設・設備の安全
性・機能性向上（浸水防止措置等）

帰宅困難者受入れスペースの確保 登録制度の推進

帰宅困難者への情報伝達 情報伝達手段の多重化を検討

混乱を防ぐための情報内容を検討

課題 対応策

 

図 3-1  当地区の現況を踏まえた課題・必要な対応策 

 
3.1 滞留者・帰宅困難者の安全確保 
(1) 各施設における就業者の留め置き 

現在、就業者の留め置きを実施可能な計画及び対策までを実施している事業所は全てとは

言えない状況であることから、本来は各事業所にて（自助で）留め置くことが望ましい就業

者を共助で受入れざるを得ないことが課題となる。従って、みなとみない 21 地区における抑

制方針を事業所全体で進めることや、未対策各事業所にて可能な範囲から備蓄を始める、な

どの取組みが必要である。 
 

(2) 施設の安全性・機能性の確保 

みなとみらい 21 地区内の建物自体の安全性は総じて高いものの、東日本大震災時には停電

やエレベータ停止などの設備被害が生じている。これらの設備被害は留め置きや帰宅困難者

等の一時滞在時において課題となる。従って、地震時等における施設内での安全対策の推進

必要である。 
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(3) 帰宅困難者受入れスペースの確保 

モバイル空間統計による分析結果から、特に休日の新港地区における帰宅困難者が顕著と

なっている。データ分析の結果を受け、平成 28 年度の防災エリマネ推進委員会において取組

んだ登録制度（一時滞在施設）の創設により、新港地区に 2 施設（新規）、みなとみらい 21
地区全体で 10 施設に登録のご参加を頂くことができた。次年度以降も引き続き、地区内事業

所への登録制度参加の呼びかけを推進していく。 
 

(4) 帰宅困難者への情報伝達 

平成 29 年 2～3 月にかけて、地区内事業所間での情報受伝達訓練、一時滞在施設での受入

に関する訓練を実施した。その結果、帰宅困難者への情報伝達に際しては、施設からの収集

系統（集約に時間を要する）、施設への伝達系統（受入スペースには可搬式のラジオ程度とな

っている）、施設間での連絡系統（MCA 無線等があるが難聴エリアが多い）が課題である。

現在、災害時連絡で主力となっている掲示板の改修のほか、デジタルサイネージの導入、ラ

ジオ放送局との災害時協定の締結などについて推進し多重化を図る必要がある。また、登録

制度に基づく横浜市との協定の締結により、一部施設において施設としての協定が重複して

いることから、指揮系統及び情報内容について協議を進めていく必要がある。 
 

(5) 備蓄品・備蓄スペースの活用 

パーソントリップ調査による滞留者・帰宅困難者の推計結果から共助としての必要備蓄量

について試算したが、これの保管場所がなく課題となっている。登録制度に参加頂いた事業

所内に保管先の確保まで含めて依頼することは非常に負担となるだけではなく、善意に基づ

く登録制度の普及にも影響を及ぼす（手を挙げたものが損をする）ことになりかねない。こ

のため、共助による受入に必要な物資等を管理する手法や、保管先の確保について検討して

いく必要がある。 
 

3.2 都市機能の確保 
(1) 地震・津波後の電気・ガス等のライフラインの維持 

アンケート調査結果から、電気・ガス等の防災対策の実施状況は、各事業所で大きく異な

る。例えば無停電対策については、非常用電源により数日間対応可能な施設から無対策の事

業所までばらつきが大きい。また、バックアップ電源の確保などは費用面でも負担であり短

期的な対策では解決しきれない課題である。本件は、防災に限らず、地区全体の中長期的な

課題として位置づけ、検討していく必要がある。 
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4. 都市再生安全確保計画作成に向けた総括 
4.1 データの整理 
計画策定の前提となる被害想定の設定や帰宅困難者数等の検討踏まえるべき事項に基づき、全

体構成を設定し、計画策定に向けた資料の整理を行った（平成 29 年度に協議するたたき台とし

て活用予定である。）。 

表 4-1 整理データ一覧 

項目 内容 

第１章 都市再生安全

確保計画について 
１．１ 作成の背景 
１．２ 都市再生安全確保計画作成の目的 
１．３ 計画の位置付け 
１．４ 都市再生安全確保計画の基本的な考え方 
１．５ 構成及び内容と対象範囲 

第２章 想定する被害

シナリオと課題につ

いて 

２．１ 想定する被害シナリオと課題について 
２．２ 横浜みなとみらい２１地区の抱える問題 
２．３ 滞留者・帰宅困難者の安全確保の課題 
２．４ 都市機能の確保に係る課題 
２．５ 課題を踏まえた対応策 

第３章 課題解決に向

けた基本方針・目標

と取組み内容 

３．１ 発災時の運営体制に関する取組み 
３．２ 滞留者・帰宅困難者に関する取組み 
３．３ 避難誘導に関する取組み 
３．４ 徒歩帰宅支援に関する取組み 
３．５ 要援護者に関する取組み 
３．６ 備蓄に関する取組み 
３．７ 情報受伝達に関する取組み 
３．８ 防災協定締結に関する取組み 

第４章 都市再生安全

確保施設の整備及び

管理 

４．１ 退避施設（帰宅困難者一時滞在施設） 
４．２ 退避経路 
４．３ 備蓄倉庫・その他の施設 
４．４ その他・滞留者等の安全を確保するために実施する事業等 

第５章 災害時の動き （災害時行動ルールに準拠） 
第６章 計画の運用等 ６．１ 横浜みなとみらい２１地区における都市再生安全確保計画の

実施について 
６．２ 計画の変更について 
６．３ 訓練の実施について 

 



 

 20 

 
4.2 各種計画との整合性 
(1) 横浜駅周辺地区との計画の整合性 

先行している横浜駅周辺地区での都市再生安全確保計画との内容の整合性を、必要に応じ

て図る必要がある。 
① 計画の基本的な考え方 

みなとみらい 21 地区における災害時行動ガイドにおける対応方針や、一時滞在施設

の登録制度など、特徴的な独自の取組みを全面に押し出しつつ、一方で横浜駅周辺地区

との整合性にも留意していく必要がある。 
 

② 横浜駅方面からの避難者対応 

横浜駅地区にて発生した避難者等は、現行計画において横浜みなとみらい 21 地区内

の高台への移動を想定していることから、混雑回避のための地区内での退避の在り方

（例：原則として建物内にとどめる）などについて明確化していく必要がある。 
 

(2) 市防災計画との整合性 

現在、横浜市の市防災計画の前提は、平成 24 年度の被害想定に基づく内容となっている。 
① 現行計画との整合性確保 

次年度に横浜みなとみらい 21 地区にて策定予定の都市再生安全確保計画においては、

原則として、現在の市防災計画との整合を図るものとする。 
 

② 県公表の津波浸水想定 

津波被害想定については、平成 27 年度末に県による最大クラスの被害想定結果が公

表されていることから、①の市防災計画の見直しにあわせて、計画における被害想定の

見直しを図る必要がある（この場合、横浜みなとみらい 21 地区内での浸水が予想され

ることから、一時滞在施設の指定（見直し）に影響を及ぼす可能性がある）。 
 

③ 帰宅困難者 

市地域防災計画では平成 20 年度の PT 調査に基づく人数の算定を行っている。横浜

みなとみらい 21 地区は開発著しい地域であることから、実態としては極力最新値での

集計が望ましい。しかしながら、次回の PT 調査の実施は平成 30 年度であることから、

これを補うため、ビッグデータの活用について協議し、計画に反映するか検討していく

必要がある。 
 

(3) その他既存計画との整合性 

横浜みなとみらい 21 地区における、都市整備上における既存計画の見直しを必要に応じて

実施していく必要がある。 
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